別記

第１号様式（第６条関係）
令和　　年　　月　　日
高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　申請者住所（郵便番号及び本社所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称（コンソーシアム代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名（代表者の役職及び氏名）　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
補助金交付申請書
　　高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、上記補助金の交付について下記のとおり、関係書類を添えて申請します。
記
１　事業計画名　（30字程度）
２　補助事業の類型　※以下のいずれかに☑を付してください。
　　□ 地産地消・外商型　市場調査支援
　　□ 地産地消・外商型　試作開発・検証支援
　　□ 地産地消・外商型　製品開発支援
　　□ オープンイノベーション推進型
３　補助事業に要する経費等
（１）補助事業に要する経費



円（税込み）
（２）補助対象経費



円（税抜き）
（３）補助金交付申請額



円（税抜き）
４　補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分
　　別紙「補助事業計画書」のとおり
５　事業実施期間
　　令和　年　月　日　から　令和　年　月　日　まで
６　添付書類
（１）補助事業計画書（別紙）
（２）会社パンフレット
（３）定款又は登記事項証明書
（４）直近２期分の決算書（貸借対照表、損益計算書）
（５）本店及び本県の支店等に係る国税、都道府県税及び市町村税の滞納がない旨を証明する納税証明書
本店の申請にあっては、高知県税の滞納がない旨を証明する納税証明書又は県税完納情報の提供に係る同意書（※１）及び本人確認書類の写し（※２）
（６）積算根拠資料（見積書等）
（７）別記第２号様式による誓約書兼同意書
（８）（１）から（７）までに掲げる書類のほか、知事が必要があると認める書類
※１：税務課が別に定める「県税完納情報提供事務処理要領」における第４号様式
※２：法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等
　　　（注）マイナンバーカードは表面のみコピー（裏面はマイナンバーの表示があるため、提出は不可とする。）、健康保険証の保険者番号及び被保険者等記号・番号は復元できない程度にマスキング処理を施す等してください。
第１号様式の別紙
補助事業計画書
（１）申請者の概要等　※コンソーシアムで申請を行う場合、本ページを複製して、申請者ごとについて記入してください。
	１　申請者の概要

	
	名　称：
代表者の役職及び氏名：
住　所：（〒　　　－　　　）
事業に直接従事する者の住所が上記と異なる場合
住　所：（〒　　　－　　　）
電話番号：
FAX番号：
担当者の役職、氏名及び電話番号：
担当者のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
資本金（出資金）
千円
設立日
年　月　日
従業員数
人
（　年　月　日時点）
従業員数の内訳
正規従業員　　　　　人
非正規従業員　　　　人
（役員　　　　　人）
主たる業種（日本標準産業分類、大分類）：

	

	２　経営状況表　※直近２期分の実績を記入してください。

	
	　　　年度（　　　年　月決算）
　　　年度（　　　年　月決算）
売上高
百万円
百万円
経常利益
百万円
百万円
当期利益
百万円
百万円

	

	
	
	


（２）事業計画の内容　地産地消・外商型　市場調査支援
	１　事業の概要（150字程度）

２　解決しようとする現場での課題
３　製品概要（仮説）
　　※仕様、機能等を記入してください。

４　市場調査（検証）
（１）市場調査の目的

（２）調査内容
※調査項目（ターゲット（顧客）、顧客ニーズ、市場規模、成長性、競合他社（企業名、製品内容、価格等）等）、調査方法、調査対象を具体的に記入してください。

項目
調査項目
調査方法
調査対象
１
２
３
※適宜、欄を追加してください。

５　実施体制

６　スケジュール
　※事業実施期間内のスケジュールを記入してください。



（２）事業計画の内容　地産地消・外商型　試作開発・検証支援
	１　事業の概要（150字程度）
２　解決しようとする現場での課題
３　試作開発・検証の目的
４　想定するターゲット（顧客）・市場規模
５　試作開発の内容
※完成品のイメージ、試作品の仕様・機能等を記入してください。
６　検証方法
　※検証の確認内容、場所、相手、手法等を記入してください。
７　実施体制
８　スケジュール
※事業実施期間内のスケジュールを記入してください。



（２）事業計画の内容　地産地消・外商型　製品開発支援
	１　事業の概要（150字程度）
２　解決しようとする現場での課題
※記入に当たっては、必要に応じ写真や図を活用してください。
３　開発しようとする製品の内容
　※課題の解決方法、開発する製品の概要（仕様、機能）等を記入してください。また、必要に応じ写真や図を活用してください。
４　実施体制及び役割分担
※補助事業での従事者の役割について、外注先及び委託先を含めた実施体制図を記入してください。
※それぞれが持つ経営資源の強みを記入するとともに、どのように連携していくかを記入してください。
５　販売計画
※次の項目についての計画を記入してください。
・市場の分析（想定顧客、市場規模）
・競合の分析（既存製品の有無、優位性、差別化戦略）
・製品計画
・流通方法
・販売価格
・販売促進方法
・売上目標額
６　スケジュール
※事業実施期間内及び売上目標額を達成するためのスケジュールを記入してください。
７　知的財産の取扱い等
※当事業で知的財産権の取得等を想定している場合は、その内容を記入してください。



（２）事業計画の内容　オープンイノベーション推進型（実証実験の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	１　事業の概要（150字程度）
２　解決しようとする現場での課題
　※記入に当たっては、必要に応じ写真や図を活用してください。 
３　事業の内容
　※課題の解決方法、実証実験の内容等を記入してください。また、必要に応じ写真や図を活用してください。
４　実施体制
　※それぞれが持つ経営資源の強みを記入するとともに、どのように連携していくかを記入してください。
※外注先及び委託先を含め従事者（次の表）及び実施体制図（任意様式）を記入してください。
　
名称

代表者

氏名

当事業での役割

５　スケジュール
　※事業実施期間内及び事業完了後から社会実装までのスケジュールを記入してください。
６　補助事業終了後の展開
※想定する県内各分野への普及方法、波及効果等を含め、社会実装等に向けた計画を記入してください。
７　知的財産の取扱い等
　※当事業で知的財産権の取得等を想定している場合は、その内容及びコンソーシアム内での権利持ち分に関する取り決め等を記入してください。



（２）事業計画の内容　オープンイノベーション推進型（製品開発の場合）
	１　事業の概要（150字程度）
２　解決しようとする現場での課題
　※記入に当たっては、必要に応じ写真や図を活用してください。
３　開発しようとする製品の内容
　※課題の解決方法、開発する製品の概要（仕様、機能）等を記入してください。また、必要に応じ写真や図を活用してください。
４　実施体制
　※それぞれが持つ経営資源の強みを記入するとともに、どのように連携していくかを記入してください。
※外注先及び委託先を含め従事者（次の表）及び実施体制図（任意様式）を記入してください。
　
名称

代表者

氏名

当事業での役割

５　スケジュール
※事業実施期間内及び売上目標額を達成するためのスケジュールを記入してください。
６　販売計画
※次の項目についての計画を記入してください。
・市場の分析（想定顧客、市場規模）
・競合の分析（既存製品の有無、優位性、差別化戦略）
・製品計画
・流通方法
・販売価格
・販売促進方法
・売上目標額
７　知的財産の取扱い等
　※当事業で知的財産権の取得等を想定している場合は、その内容及びコンソーシアム内での権利持ち分に関する取り決め等を記入してください。



（３）経費明細表
＜経費明細総括表＞　　※コンソーシアムで申請しない場合、総括表を削除してください。
（単位：円）
	申請者名
	Ａ
	Ｂ
	Ｂ×補助率

	
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	
	（税込み）
	（税抜き）
	（税抜き）

	＜代表者＞　　　　　　補助事業者名
	
	
	

	＜連携者１＞　　　　　補助事業者名
	
	
	

	＜連携者２＞　　　　　補助事業者名
	
	
	

	＜連携者３＞　　　　　補助事業者名
	
	
	

	＜連携者４＞　　　　　補助事業者名
	
	
	

	＜連携者５＞　　　　　補助事業者名
	
	
	

	合　計
	
	
	


（注）１　各補助事業者の経費明細表の合計と一致するように記入してください。
（注）２　連携者が書き切れない場合、行を挿入し追加記入してください。
＜経費明細表＞※コンソーシアムで申請する場合、事業者ごとに作成してください。
※大企業以外はこの様式を使用してください。大企業は次の様式使用してください。
	（事業者名：　　　　　　　　　　）
	　（単位：円）

	経費区分
	種別
	Ａ
	Ｂ
	Ｂ×補助率
	積算基礎

	
	
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金
交付申請額
	

	
	
	（税込み）
	（税抜き）
	（税抜き）
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


（注）１　別表第１又は別表第２に定める事業区分、経費区分、種別に応じて記入してください。また、経費区分ごとに小計を記入してください。
　　　２　「積算基礎」は、「補助事業に要する経費（税込み）」について単価、数量、人件費の内訳、作業内容等の経費の内訳を具体的に記入してください。別添の資料にて示していただいても構いません。
＜経費明細表＞※コンソーシアムで申請する場合、事業者ごとに作成してください。
※大企業はこの様式を使用してください。大企業以外は上の様式を使用してください。
	（事業者名：　　　　　　　　　　）
	
	　（単位：円）

	経費区分
	種別
	Ａ
	Ａ’
	Ｂ
	Ｂ×補助率
	積算基礎

	
	
	補助事業に要する経費
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金
交付申請額
	

	
	
	（税込み）
	（税抜き）
	（税抜き）
	（税抜き）
	

	労務費
	直接人件費
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	※１
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	※２
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


（注）１　別表第１又は別表第２に定める事業区分、経費区分、種別に応じて記入してください。また、経費区分ごとに小計を記入してください。
　　　２　「積算基礎」は、「補助事業に要する経費（税込み）」について単価、数量、人件費の内訳、作業内容等の経費の内訳を具体的に記入してください。別添の資料にて示していただいても構いません。
　　　３　大企業者の直接人件費の補助対象経費の上限額は、その企業の機械装置費と事業費の補助対象経費の合計額となりますので、上記明細表の※１の額が※２の額を超えないようにしてください。
（４）資金調達内訳　　　※コンソーシアムで申請する場合、事業者ごとに作成してください。
	＜事業全体に要する経費調達一覧＞
	
	＜補助金相当額の手当方法＞

	区　　　　分
	事業に要する経費（円）
	資金の
調達先
	
	区　　　　分
	事業に要する経費（円）
	資金の
調達先

	自己資金（税込み）
	
	
	
	自己資金
	
	

	補助金（税抜き）
	
	
	
	借　入　金
	
	

	借入金（税込み）
	
	
	
	そ　の　他
	
	

	その他（税込み）
	
	
	
	合　計　額
	
	

	合計額（税込み）
	
	
	
	
	
	


（注）補助金の支払は、原則として事業終了後の精算払となりますので、事業実施期間中、補助金相当分の資金を確保する必要があります。
第２号様式（第６条関係）
誓約書兼同意書
私は、高知県IoT推進事業費補助金の申請に当たり、高知県に対する下記の税外未収金債務の滞納がないことについて誓約します。

また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会すること（関係各課への個人情報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）に同意します。

誓約の内容に偽りがあった場合は、当該補助金の不交付の決定又は交付の決定の取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。

・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備近代化資金貸付金償還金

　・農業改良資金貸付金償還金

　・林業・木材産業改善資金貸付金償還金

　・沿岸漁業改善資金貸付金償還金

令和　　　年　　月　　日

高知県知事　　　　　　様

所在地

名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）職・氏名（自署）

第３号様式（第７条関係）
高知県指令　　第　　号
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
補助金交付決定通知書
様
　令和　　年　　月　　日付けで申請のありました上記補助金については、高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定しましたので、通知します。
　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
記

補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　補助対象期間　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　
経費区分毎の内訳
　　※コンソーシアムの場合は、経費区分毎に全参加企業の合計額を記載
　　　　　　　　　　機械装置費　　　　　　円
　　労務費　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　事業費　　　　　　　　円
第４号様式（第10条関係）
令和　　年　　月　　日
高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者（コンソーシアム代表者）
住所（郵便番号及び本社所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名（代表者の役職及び氏名）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
補助事業の計画変更承認申請書
　　令和    年    月    日付け　　第　　　号で補助金の交付の決定通知のありました補助事業の計画（事業内容・経費明細）を下記のとおり変更したいので、高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第10条第１項の規定により承認されるよう申請します。
記
１　事業計画名
　　※補助金交付申請書と同じ事業計画名を記入してください。
２　変更の理由及び内容
※できるだけ詳細に記入してください。
３　変更により見込まれる効果
４　変更後の補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額
　　別紙（新旧対比表）のとおり
第４号様式の別紙（新旧対比表）
（１）補助事業計画変更経費明細
＜経費明細総括表＞　　※コンソーシアムで申請しない場合、総括表を削除してください。
（単位：円）
	申請者名
	変更前（交付決定額）
	変更後

	
	Ａ
	Ｂ
	Ｂ×補助率
	Ａ
	Ｂ
	Ｂ×補助率

	
	補助事業に要する経費
	補助対象
経費
	補助金交付申請額
	補助事業に要する経費
	補助対象
経費
	補助金交付申請額

	
	（税込み）
	（税抜き）
	（税抜き）
	（税込み）
	（税抜き）
	（税抜き）

	＜代表者＞　補助事業者名
	
	
	
	
	
	

	＜連携者１＞補助事業者名
	
	
	
	
	
	

	＜連携者２＞補助事業者名
	
	
	
	
	
	

	＜連携者３＞補助事業者名
	
	
	
	
	
	

	＜連携者４＞補助事業者名
	
	
	
	
	
	

	＜連携者５＞補助事業者名
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


（注）１　各補助事業者の経費明細表の合計と一致するように記入してください。
（注）２　連携者が書き切れない場合、行を挿入し追加記入してください。
	＜経費明細表＞※コンソーシアムで申請する場合、事業者ごとに作成してください。
※大企業以外はこの様式を使用してください。大企業は次の様式使用してください。
（事業者名：　　　　　　　　　　）
	（単位：円）

	経費区分
	種別
	変更前（交付決定額）
	変更後

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｂ×補助率
	Ａ
	Ｂ
	Ｂ×補助率

	
	
	補助事業に要する経費
	補助対象
経費
	補助金
交付決定額
	補助事業に要する経費
	補助対象
経費
	補助金
交付決定額

	
	
	（税込み）
	（税抜き）
	（税抜き）
	（税込み）
	（税抜き）
	（税抜き）

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


（注）１　別表第１又は別表第２に定める経費区分、種別に応じて記入してください。また、経費区分ごとに小計を記入してください。
２　経費内訳等必要な資料は別途添えてください。
＜経費明細表＞　　　※コンソーシアムで申請する場合、事業者ごとに作成してください。
※大企業はこの様式を使用してください。大企業以外は上の様式を使用してください。
	（事業者名：　　　　　　　　　　）
	
	　（単位：円）

	経費区分
	種別
	Ａ
	Ａ’
	Ｂ
	Ｂ×補助率
	積算基礎

	
	
	補助事業に要する経費
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金
交付申請額
	

	
	
	（税込み）
	（税抜き）
	（税抜き）
	（税抜き）
	

	労務費
	直接人件費
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	※１
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	※２
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


（注）１　別表第１又は別表第２に定める事業区分、経費区分、種別に応じて記入してください。また、経費区分ごとに小計を記入し　　てください。
　　　２　「積算基礎」は、「補助事業に要する経費（税込み）」について単価、数量、人件費の内訳、作業内容等の経費の内訳を具体的に記入してください。別添の資料にて示していただいても構いません。
　　　３　大企業者の直接人件費の補助対象経費の上限額は、その企業の機械装置費と事業費の補助対象経費の合計額となりますので、上記明細表の※１の額が※２の額を超えないようにしてください。
（２）資金調達内訳
	＜事業全体に要する経費調達一覧＞
	
	＜補助金相当額の手当方法＞

	区　　　　分
	事業に要する経費（円）
	資金の
調達先
	
	区　　　　分
	事業に要する経費（円）
	資金の
調達先

	自己資金（税込み）
	
	
	
	自己資金
	
	

	補助金（税抜き）
	
	
	
	借　入　金
	
	

	借入金（税込み）
	
	
	
	そ　の　他
	
	

	その他（税込み）
	
	
	
	合　計　額
	
	

	合計額（税込み）
	
	
	
	
	
	


第４号様式の２（第10条関係）
令和　　年　　月　　日
高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　申請者住所（郵便番号及び本社所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称（コンソーシアム代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名（代表者の役職及び氏名）　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金
に係る補助事業中止（廃止）承認申請書
　　令和    年    月    日付け　　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました補助事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第10条第２項の規定により承認されるよう申請します。
記
１　事業計画名
※補助金交付申請書と同じ事業計画名を記入してください。
２　中止（廃止）の理由
３　中止の期間
　　令和　年　月　日　から　令和　年　月　日　まで
第４号様式の３（第10条関係）
高知県指令　　第　　号
様
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
補助事業の計画変更等承認（不承認）通知書
　　令和　　年　　月　　日付けで承認申請のありました補助事業の計画変更（中止・廃止）については、高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第10条第３項の規定により、これを承認する（承認しない）こととしたので通知します。
　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
記
既交付決定額（Ａ）　　 　　　　　　　　　　　　　円
変更交付決定額（Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　　　円
差額（Ｂ）―（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　円
補助対象期間（変更前）　　　　　　　　　　　　　　　  
補助対象期間（変更後）　　　　　　　　　　　　　　　  
変更後の経費区分毎の内訳
　 ※コンソーシアムの場合は、経費区分毎に全参加企業の合計額を記載
　　　　　　　　　 機械装置費　　　　　　円
　 労務費　　　　　　　　円
　　　　　　　　　 事業費　　　　　　　　円
第５号様式（第11条関係）
令和　　年　　月　　日
高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者（コンソーシアム代表者）
住所（郵便番号及び本社所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名（代表者の役職及び氏名）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金
に係る補助事業遂行状況報告書
　　令和    年    月    日付け　　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました補助事業の遂行状況について、高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第11条の規定により下記のとおり報告します。
記
１　事業計画名
※補助金交付申請書と同じ事業計画名を記入してください。
２　補助事業の実施状況
※別紙の通り
３　今後の予定
第５号様式の別紙
	１　事業の概要（150字程度）
２　事業の具体的内容
※現場での課題を解決するためにどのように取り組んだかを、必要に応じ写真や図を活用して記入してください。 
３　事業の成果

※開発した製品を現場に導入することにより、現場で期待される効果等について、必要に応じ写真や図を活用して記入してください。

※実証中の事業に関しては、今後の活動で取り組む事業課題についても記入ください。
４　実施体制及び役割分担
※実施した補助事業に従事した者が担った役割について、コンソーシアム構成、外注先及び委託先を含めた実施体制図を記入してください。
５　スケジュール
※どのようなスケジュールで事業を進めたかを記入してください。また、最新の今後のスケジュールも記入ください。



第６号様式（第12条関係）
令和　　年　　月　　日
高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　申請者住所（郵便番号及び本社所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称（コンソーシアム代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名（代表者の役職及び氏名）　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
補助事業実績報告書
　　令和    年    月    日付け　　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました補助事業を完了したので、高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第12条第１項の規定により、下記のとおりその実績を報告します。
記
１　事業計画名
　※補助金交付申請書と同じ事業計画名を記入してください。
２　補助金交付決定額等
（１）補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
（２）補助事業に要した経費　　　　　　　　　　　　　　　円（税込み）
（３）補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
（４）補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
（５）概算払済額　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
（６）精算払額　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
３　補助事業実施期間
　　令和　年　月　日　から　令和　年　月　日　まで
４　事業の実績報告
　　別紙のとおり
５　添付書類
　（１）支払根拠資料（契約書、納品書、請求書、領収書の写し等）
　（２）（１）に掲げる書類のほか、知事が必要があると認める書類
第６号様式の別紙　地産地消・外商型　市場調査支援
	１　事業の概要（150字程度）
２　解決しようとする現場での課題
３　調査実績

　 ※計画に対する実績を記入してください。
項目
調査項目
調査方法
調査対象
１
２
３
　　※適宜、欄を追加してください。
４　調査結果の総括
５　製品概要（調査後）
　※仕様、機能等を記入してください。
６　今後の計画
７　実施体制（実績）
８　スケジュール（実績）
※どのようなスケジュールで事業を進めたかを記入してください。



第６号様式の別紙　地産地消・外商型　試作開発・検証支援
	１　事業の概要（150字程度）
２　解決しようとする現場での課題
３　試作開発・検証の実績
４　検証結果
５　今後の計画
６　実施体制（実績）
７　スケジュール（実績）
※どのようなスケジュールで事業を進めたかを記入してください。



第６号様式の別紙　地産地消・外商型　製品開発支援
	１　事業の概要（150字程度）
２　解決しようとする現場での課題
３　事業の具体的内容
※現場での課題を解決するためにどのように取り組んだかを、必要に応じ写真や図を活用して記入してください。 
４　事業の成果

※開発した製品を現場に導入することにより、現場で期待される効果等について、必要に応じ写真や図を活用して記入してください。

５　販売計画
※次の項目についての計画を記入してください。
・流通方法
・販売価格
・販売促進方法
・売上目標額
６　実施体制及び役割分担（実績）
※実施した補助事業に従事した者が担った役割について、コンソーシアム構成、外注先及び委託先を含めた実施体制図を記入し

てください。

７　スケジュール
※事業実施期間内（実績）及び売上目標額を達成するためのスケジュールを記入してください。



第６号様式の別紙　オープンイノベーション推進型（実証実験の場合）
	１　事業の概要（150字程度）
２　解決しようとする現場での課題
３　事業の具体的内容
※現場での課題を解決するためにどのように取り組んだかを、必要に応じ写真や図を活用して記入してください。 
４　事業の成果

※開発した製品を現場に導入することにより、現場で期待される効果等について、必要に応じ写真や図を活用して記入してください。

５　実施体制（実績）
※実施した補助事業に従事した者が担った役割について、外注先及び委託先を含め従事者（次の表）及び実施体制図（任意様式）
を記入してください。
名称

役職

氏名

当事業での役割

６　今後の計画
※社会実装等に向けた今後の計画を記入してください。
７　スケジュール
※どのようなスケジュールで事業を進めたか、実績を記入してください。



第６号様式の別紙　オープンイノベーション推進型（製品開発の場合）
	１　事業の概要（150字程度）
２　解決しようとする現場での課題
３　事業の具体的内容
※現場での課題を解決するためにどのように取り組んだかを、必要に応じ写真や図を活用して記入してください。 
４　事業の成果

※開発した製品を現場に導入することにより、現場で期待される効果等について、必要に応じ写真や図を活用して記入してください。

５　実施体制（実績）
※実施した補助事業に従事した者が担った役割について、外注先及び委託先を含め従事者（次の表）及び実施体制図（任意様式）
を記入してください。
名称

役職

氏名

当事業での役割

６　販売計画
※次の項目について、販売計画を記入してください。
・流通方法
・販売価格
・販売促進方法
・売上目標額

７　スケジュール（実績）
※事業実施期間内（実績）及び売上目標額を達成するためのスケジュールを記入してください。



	＜経費明細総括表＞　※コンソーシアムでの申請でない場合、総括表を削除してください。
	（単位：円）

	申請者名
	予算額（交付決定額または変更申請額）
	実績額

	
	Ａ
	Ｂ
	Ｂ×補助率
	Ａ
	Ｂ
	Ｂ×補助率

	
	補助事業に要する経費（税込み）
	補助対象経費（税抜き）
	補助金交付決定額（税抜き）
	補助事業に要した経費（税込み）
	補助対象経費（税抜き）
	補助金の額（税抜き）

	＜代表者＞
　補助事業者名
	
	
	
	
	
	

	＜連携者１＞
　補助事業者名
	
	
	
	
	
	

	＜連携者２＞
　補助事業者名
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


（注）各補助事業者の経費明細表の合計と一致するように記入してください。
	＜経費明細表＞　　　※コンソーシアムでの申請の場合、事業者ごとに作成してください。
　　　　　　　　　　※大企業以外はこの様式を使用してください。大企業は次の様式使用してください。
（事業者名：　　　　　　　　　　）

	経費区分
	種別
	予算額（交付決定額または変更申請額）
	実績額

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｂ×補助率
	Ａ
	Ｂ
	Ｂ×補助率

	
	
	補助事業に要する経費（税込み）
	補助対象経費（税抜き）
	補助金交付決定額（税抜き）
	補助事業に要した経費（税込み）
	補助対象経費（税抜き）
	補助金の額（税抜き）

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


（注）１　別表第１、別表第２に定める経費区分、種別に応じて記入してください。また、経費区分ごとに小計を記入してください。
２　経費内訳等必要な資料は別途添えてください。
	＜経費明細表　大企業者の場合＞※コンソーシアムでの申請の場合、事業者ごとに作成してください。
                           ※大企業はこの様式を使用してください。大企業以外は上の様式を使用してください。
（事業者名：　　　　　　　　　　）

	経費区分
	種別
	予算額（交付決定額または変更申請額）
	実績額

	
	
	Ａ
	Ａ’
	Ｂ
	Ｂ×補助率
	Ａ
	Ａ’
	Ｂ
	Ｂ×補助率

	
	
	助事業に要する経費（税込み）
	助事業に要する経費（税抜き）
	補助対象経費（税抜き）
	補助金交付決定額（税抜き）
	補助事業に要した経費（税込み）
	補助事業に要した経費（税抜き）
	補助対象経費（税抜き）
	補助金の額（税抜き）

	労務費
	直接人件費
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	※１
	
	
	
	※１
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	※２
	
	
	
	※２
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　別表第１、別表第２に定める経費区分、種別に応じて記入してください。また、経費区分ごとに小計を記入してください。
２　経費内訳等必要な資料は別途添えてください。
３　大企業者の直接人件費の補助対象経費の上限額は、その企業の機械装置費と事業費の補助対象経費の合計額となります
ので、上記明細表の※１の額が※２の額を超えないようにしてください。
＜資金調達内訳＞　※コンソーシアムでの申請の場合、事業者ごとに作成してください。
	区　　　　分
	事業に要する経費（円）
	資金の
調達先

	自己資金（税込み）
	
	

	補助金（税抜き）
	
	

	借入金（税込み）
	
	

	その他（税込み）
	
	

	合計額（税込み）
	
	


第７号様式（第12条関係）
令和　　年　　月　　日
高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者（コンソーシアム代表者）
住所（郵便番号及び本社所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名（代表者の役職及び氏名）　　　　　
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書
　　高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第12条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　補助金額
２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る
仕入控除税額（Ａ）
３　消費税及び地方消費税の確定に伴う補助金に係る
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（Ｂ）
４　補助金返還相当額（Ｂ－Ａ）
（注）１　別紙として積算の内訳を添えてください。
　　　２　課税事業者であっても、単純に補助金の消費税相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額による減額等の対
　　　　象額となるものではありません。
第８号様式（第13条関係）

令和　　年　　月　　日
高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者（コンソーシアム代表者）
住所（郵便番号及び本社所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名（代表者の役職及び氏名）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
補助事業繰越承認申請書
　　令和    年    月    日付け　　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました補助事業について、下記の理由により年度内に完了しないことから、高知県IoT推進事業費補助金第13条第１項の規定により、繰越施行の承認を申請します。
記
１　事業計画名
　※補助金交付申請書と同じ事業計画名を記入してください。
２　繰越額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
３　繰越の理由及び内容
４　事業実施期間
（１）変更前
　　令和　年　月　日　から　令和　年　月　日　まで
（２）変更後
　　令和　年　月　日　から　令和　年　月　日　まで
第９号様式（第13条関係）
高知県指令　　第　　号
様
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
補助事業繰越承認（不承認）確定通知書
　　令和　　年　　月　　日付けで申請のありました補助事業の繰越施行については、高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第13条第２項の規定により、下記のとおり承認（不承認と）したので通知します。
　令和　　年　　月　　日
高知県知事　　　　
記
繰越額         　　　　　　　　　　　　　　　　円
第10号様式（第14条関係）
高知県指令　　第　　号
様
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
確定通知書
　　令和　　年　　月　　日付けで報告のありました補助事業については高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第14条の規定により、下記のとおり確定しましたので、通知します。
　令和　年　月　日
高知県知事　　　　　
記
１　補助金交付決定額


　　　円（税抜き）
２　補助事業に要した経費


　　　円（税込み）
３　補助金確定額


　　　円（税抜き）
	第11号様式（第17条関係）
令和　　年　　月　　日
※処分希望日より前の日付を記載
高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
住所（郵便番号及び本社所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名（代表者の役職及び氏名）　　　　　
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
財産処分承認申請書
　　令和    年    月    日付け　　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました補助事業により取得した（取得予定の）財産を下記のとおり処分したいので、高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第17条第１項の規定により、承認を申請します。
記
　１　事業計画名
　　※補助金交付申請書と同じ事業計画名を記入してください。
２　補助対象財産
３　財産処分の種類（該当するものに○）
　（ 転用　有償譲渡　有償貸付け　無償譲渡　無償貸付け　交換　抵当権の設定　取壊し又は廃棄 ）
４　経緯及び処分の理由
５　承認条件としての納付金（該当するものに○）
（　有　・　無　）
　　　※理由：　
６　添付資料
・対象となる財産の写真等
第12号様式（第20条関係）
令和　　年　　月　　日
高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
住所（郵便番号及び本社所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名（代表者の役職及び氏名）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年度高知県IoT推進事業費補助金に係る
実施状況報告書

　　事業計画名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
当該補助事業に関する実施状況について、高知県IoT推進事業費補助金交付要綱第20条第１項の規定により、下記のとおり報告します。
記

１．開発した製品の活用状況及び販売状況

２．企業全体の売上高等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

申請時

実績報告時
1年度

２年度

３年度

４年度

５年度

売上高

営業利益

経常利益

　　※会計年度ごとに記入してください。

３．２．のうち当該事業の実施結果による売上高等の状況　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

1年度

２年度

３年度

４年度

５年度

売上高

(1)営業利益

(2)産業財産権の譲渡等による収益額

(3)合計収益額(=(1)＋(2))

　　※(3)収益額が生じた年がある場合は、当該年度に関する情報を別紙に記入してください。

　　※会計年度ごとに記入してください。

第12号様式の別紙
当該年度納付額計算書
（単位：円）
補助事業に要した経費
補助金
確定額
補助事業に係る当該年度売上高
補助事業に係る当該年度収益額
控除額
(A)のうち自己負担額×1/5
当該年度までの補助事業に係る支出額
基準納付額
((C)-(D))×(B)÷(E)
前年度までの補助事業に係る高知県への累積納付額
当該年度
納付額
備　考
(A)
(B)
(C)
(D)
(E)
(F)
(G)
(H)
(注１)１　(C)は、補助事業の実施結果による売上高、産業財産権の譲渡又は実施権の設定その他当該補助事業の実施結果の他への供与による当該年度の総収入額（補助事業の完了した日の属する会計年度の翌会計年度については、当該会計年度以前の収入額を加算した額とします。）から総収入を得るに要した額を差し引いた額の合計額を記入してください。
２　(D)は、(A)のうち、補助事業者が自己負担によって支出した額の５分の１を記入してください。
３　(E)は、当該年度までに補助事業に係る費用として支出された全ての補助金及び自己負担金を記入してください。
４　(F)は、(C)から(D)を差し引いた額に、(B)を乗じ、(E)で除した額を記入してください。
５　(G)は、前年度までの収益に伴う納付金及び財産処分に伴う納付金の合計額を記入してください。
６　(H)は、(F)と(G)との合計額が(B)を超えない場合は、(F)の金額を記入してください。また、(F)と(G)との合計額が(B)を超える場合は、(B)から(G)を差し引いた残額を記入してください。
(注２)以下資料を添付すること。
１　当該年度の決算書
２　補助事業に係る当該年度売上高、収益額(C)及び支出額(E)に関する説明資料（様式自由）



